
（単位：％）

地方公共団体
コード

都道府県名 市区町村名 実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率

203033 長野県 小海町 - - 15.8 151.2

団体区分 5.町村

（単位：％）

標準財政規模
（千円） うち臨時財政対策債

発行可能額

早期健全化基準 15.00 20.00 25.0 350.0

2,287,079 123,663 財政再生基準 20.00 40.00 35.0

Ver.1.0.3

総括表①　健全化判断比率の状況　（平成19年度）



Ver.1.0.3 団体名

（単位：千円）

会　　計　　名 実質収支額 （分母比） 会　　計　　名 資金不足・剰余額 （分母比）

一般会計 214,409 9.4 小海町水道事業特別会計 24,558 1.1

小海町町営バス事業特別会計 576 0.0

小海町松原湖高原観光交流センター事業特別会計 91 0.0

一
法

般
適

会
用

計
企

等
業

小　　　計 215,076 9.4

標準財政規模 2,287,079 100.0

実質赤字比率　（％） -9.40 ※

小海町農業集落排水特別会計 630 0.0

会　　計　　名 実質収支額

小海町国民健康保険事業特別会計 7,800 0.3

小海町介護保険事業特別会計 10,999 0.5

小海町老人保健特別会計 12 0.0 法

非

適

用

企

業

※　実質収支又は連結実質収支が黒字である場合、

　「実質赤字比率（％）」又は「連結実質赤字比率（％）」は負の値で表示されます。 合　　　　　計 259,075 11.3

標準財政規模（再掲） 2,287,079 100.0

連結実質赤字比率　（％） -11.32 ※
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総括表②　連結実質赤字比率等の状況　（平成19年度）



団体名

Ver.1.0.3

（単位：千円）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫
公債費充当一般
財源等額（繰上
償還額及び満期
一括償還地方債
の元金に係る分
を除く）

満期一括償還地
方債の１年当た
りの元金償還金
に相当するもの
（年度割相当
額）等（３①表
「オ」欄の数値
を転記）

公営企業に要す
る経費の財源と
する地方債の償
還の財源に充て
たと認められる
繰入金（３②表
「合計※」欄の
数値を転記）

一部事務組合等
の起こした地方
債に充てたと認
められる補助金
又は負担金

公債費に準ずる
債務負担行為に
係るもの

一時借入金の利
子

災害復旧費等に
係る基準財政需
要額

標準税収入額等 普通交付税額 臨時財政対策債
発行可能額

事業費補正によ
り基準財政需要
額に算入された
公債費

事業費補正によ
り基準財政需要
額に算入された
公債費（準元利
償還金に係るも
のに限る。）

平成17年度 804,684 43,432 108,617 62 397,918 750,270 1,625,695 152,745 175,722 81,842 

平成18年度 795,886 26,141 54,687 32 354,101 773,315 1,519,944 136,274 173,893 29,150 

平成19年度 666,431 33,464 50,683 327 318,203 770,991 1,392,425 123,663 138,341 27,556 

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰
災害復旧費等に
係る基準財政需
要額（準元利償
還金に係るもの
に限る。）

密度補正により
基準財政需要額
に算入された元
利償還金

密度補正により
基準財政需要額
に算入された準
元利償還金（地
方債の元利償還
額を基礎として
算入されたもの
に限る。）

地方財政法第５
条の４第１項第
２号の規定に基
づき総務大臣が
定める額（算入
公債費の額）
（特別区のみ記
入）

地方財政法施行
令第12条の規定
に基づき総務大
臣が定める額
（算入準公債費
の額）
（特別区のみ記
入）

平成17年度 1,804 平成17年度 16.00434

平成18年度 1,798 平成18年度 16.98950

平成19年度 2,388 平成19年度 14.68501

（参考）

ＰＦＩ事業に係る
債務負担行為に係
るもの（省令第７
条第１号）

いわゆる五省協定
等により、利便施
設及び公共施設を
買い取るために
行った債務負担行
為に係るもの（省
令第７条第２号）

国営土地改良事業
並びに旧独立行政
法人緑資源機構、
独立行政法人水資
源機構及び独立行
政法人環境再生保
全機構の行う事業
に対する負担金
（省令第７条第３
号）

地方公務員等共済
組合が建設した職
員住宅等の無償譲
渡を受けるために
支払う賃借料（省
令第７条第４号）

社会福祉法人が施
設の建設のために
借り入れた借入金
の償還に対する補
助（省令第７条第
５号）

その他これらに準
ずると認められる
もの（省令第７条
第６号）

利子補給に係るも
の（政令第11条第
４号）

平成17年度

平成18年度

平成19年度

⑤の内訳

長野県小海町

実質公債費比率
（単年度）

実質公債費比率
（３カ年平均）

15.8

総括表③　実質公債費比率の状況（平成19年度）



Ver.1.0.3
団体名

将来負担額
（単位：千円）

地方道路公社 土地開発公社 第三セクター等

5,739,592 0 350,973 1,579,033 618,022 0 0 0 0 0 0

（分母比） 319 20 88 34

充当可能財源等
（単位：千円）

うち都市計画税

1,475,454 22,891 0 4,065,787

（分母比） 82 1 226

460 309 151

127 27 1002,287,079

151.2

将来負担比率　（％）

1,800,591

2,723,488

486,488

5,564,132

算入公債費等の額　Ｄ

Ａ　－　Ｂ

Ｃ　－　Ｄ

充当可能基金
充当可能
特定歳入

標準財政規模　Ｃ

8,287,620

基準財政需要額
算入見込額

地方債の現在高

将来負担額　A 充当可能財源等　Ｂ

債務負担行為に
基づく支出予定額

公営企業債等
繰入見込額

組合等
負担等見込額

退職手当
負担見込額

長野県小海町

組合等連結実質
赤字額負担見込額

連結実質
赤字額

設立法人の
負債額等

負担見込額

―

総括表④　将来負担比率の状況 （平成19年度）

―
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